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四国

中国

九州・沖縄

※全国都市交通特性調査が6回全て実施されている都市(東京区部を除く)

２．調査対象都市・使用データ
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行政評価

✔コンパクトシティ政策の効果を7つの分野に分けて相互関係を把握
➡既存の評価方法の考えでは分野間の相互関係を示すクロスセクター
ベネフィットを把握することは困難

１．背景 地方自治体では様々な目的でコンパクトシティ政策が進行中…

低炭素化

自然保全 健康増進

…等

研究内容

他分野への
波及効果

クロスセクター
ベネフィット都市コンパクト化

本当に変化が
あったのか？

➡関連分野を
包括した
評価が必要

①各分野の評価指標値の経年的な変化
からみたクロスセクターベネフィット

②各自治体の評価状況を整理すること
からみたクロスセクターベネフィット

目的

≪2007年≫

集約型都市構造
≪2014年≫

立地適正化計画

現在～

政策動向を網羅している計画

既存のコンパクトシティの考え方を基とした評価を通じ，
クロスセクターベネフィットを把握することが出来るのかを検討

分野間の相互関係を考慮して評価指標を設定することでより正確にコンパクトシティの効果を把握出来る仕組み作りが重要

全国都市交通特性調査が経年的に実施されている40都市で分析

…『市町村の都市計画に関する基本的な方針(都市計画法第18条の2)』のこと
概ね10～20年後の都市の将来像を規定し，具体的な都市整備の方針を記した計画

『都市計画マスタープラン』（都市マス）

４．コンパクトシティ政策の効果に対する定量的評価

コンパクトシティを7つの分野に分けて
分野間の相互関係を把握

コンパクトシティの研究動向を基に，
分野ごとに代表的な評価指標を設定

評価指標の変化量を基に相関分析を実施
➡どの様なクロスセクターベネフィットがあるのか？

クロスセクターベネフィットの把握

都市マス上のコンパクトシティ記述 評価指標の設定

これまで公表されてきた都市マスを整理…

代表的な評価指標を設定するだけでは，
全てのクロスセクターベネフィットは説明出来ない
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都市マスにコンパクトシティを
記述する都市の総数

①生活利便性

④地域経済

⑦自然環境保全

⑥エネルギー
/低炭素化

⑤行政運営 ③安全・安心

②健康・福祉

分野 評価指標
コンパクト
シティの

記述
※1

標準化係数※2

2000年と2015年の
変化量

-1 0 1
n=36

③安心
・安全

②健康
・福祉

①生活
利便性

※1　2016年時点で最新の都市マスが対象
※2 標準化係数が高い程によい結果を示す

⑦自然
環境保全

⑥エネルギー/
低炭素化

⑤行政運営

④地域経済

[上段]
記述あり

[下段]
記述なし

g) 総土地面積に
対する林野
面積割合

f) 居住者一人
当たり自動車

CO2排出量

e) 居住者一人
当たり民生・
土木費支出額

d) 最高公示地価

c) 空き家率

b2) 居住者一人
当たり移動

歩行量

a) 鉄道駅500m圏
住居カバー率

b1) 居住者一人
当たり活動

歩行量

➡2000年～20015年の変化を把握
※値が正なら改善を示す様に標準化

:正の相関
(5%水準で有意)

:負の相関
(5%水準で有意)

【凡例】

:正の相関
(有意性なし)

:負の相関
(有意性なし)

a) 鉄道駅
500m圏住居
カバー率

b1) 居住者一人
当たり活動
歩行量

b2) 居住者一人
当たり移動
歩行量

c) 空き家率

d) 最高
公示地価

e) 居住者一人
当たり民生・
土木費支出額

f) 居住者一人
あたり自動車
CO2排出量

g) 総土地面積に
対する林野
面積割合

単に評価指標を設定することだけでなく
その変化が何に影響を及ぼすのかまで
考慮をすることが重要

しかし行政評価では
各分野において独立して
評価が実施されている状況

…等

環境政策

CO2等

経済政策

商業売上等

健康政策

歩行量等

コンパクトシティ政策

計画策定状況等

計1,818個の
政策・施策

あり なし

0 5 10 15 20 25

政策・施策中での

コンパクトシティの意図

n=25 単位：都市数
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評価指標が設定されている施策・政策数

※1 指標と施策・政策の重複は削除
※2 2016年時点で最新の結果を整理

➡自治体HPで行政評価報告書を収集

３．行政評価からみたクロスセクターベネフィットとの対応

『行政評価』

…各自治体が取り組んでいる政策・施策・事務事業を包括的に評価すること

➡自治体ではクロスセクターベネフィットを把握しているのか？

0 10 20 30

計画策定・

基盤整備状況

居住者の意識

交通

土地利用

活動・通行量

居住人口

n=88 単位：評価指標数

1,818個の政策・施策を読み込み，
コンパクトシティの記述があるかを把握

該当する計34個の評価指標を整理

行政評価の実施状況

自治体の取組の方向性を示す
『政策』『施策』評価状況を整理

コンパクトシティ政策の評価状況

✔政策・施策:計1.881個
✔ 評価指標 :計4,545個

クロスセクターベネフィットに対する評価状況

＜想定されるクロスセクターベネフィット＞

③安心・安全①生活利便性 ④地域経済
⑥エネルギー/

低炭素化

中心市街地の利用者が増えることで
環境負荷が悪化

仮説その２-２仮説その２-１

生活の密度が高くなることで
事故や災害のリスクが局所的に集中

分野間の関係を考慮して
評価指標を設定する必要

✔行政評価よりクロスセクターベネフィットの評価方法を検討
➡現在は各分野が独立して自らの取組の結果を評価しており，
評価指標間の関係性は未考慮

仮説その１-１

仮説その１-３

仮説その１-２

仮説その１-４

③安心・安全

⑤行政運営
①生活利便性

②健康・福祉

④地域経済

⑥エネルギー/
低炭素化

⑦自然環境保全

歩いて暮らせるまちづくりが
実現することによる効果

平常時における
財政健全化の効果

緊急時における
復旧コスト削減効果

温室効果ガス
（CO2）の吸収効果


